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序     文 

 

スリランカ民主社会主義共和国では、繊維産業を中心とする工業が経済を牽引していますが、

2005 年に失効する多国間繊維協定や南アジア自由貿易地域など域内貿易自由化により、繊維産業

の見通しは必ずしも明るくないことから、スリランカ政府は、多様な産業構造へ展開すべく、1998

年を「情報技術の年」として宣言し、情報技術分野の強化を国家開発計画の中で強力に推進すべ

きものとしました。 

しかしながら、そのための課題は多く、特に人材の不足は深刻で、IT 産業と IT を利用するさま

ざまな産業の発展にとって大きな制約要因となっています。 

このような状況下、スリランカ政府は日本政府に対し、コロンボ大学コンピュータ技術センタ

ーを実施機関としたマルチメディア技術の人材育成を行うプロジェクト方式技術協力を要請して

きました。 

JICA はこの要請を受けて２度事前評価調査団を派遣して現地調査を行った結果、マルチメディ

ア技術のみならず、ネットワーク技術、データベース技術、セキュリティー技術も含めた体系化

された技術を移転するとともに、これらの技術を活用した遠隔教育（Web-Based Training）を実

施するための技術協力を実施することとし、スリランカ側と討議議事録（R／D）の署名交換を 2002

年 1 月に行いました。 

プロジェクトは R/D に基づき、2002 年 6 月から 3 年間の予定で開始されました。開始から 1 年

半を経た 2003 年 12 月に、これまでの協力の成果を確認して、中間評価を行い、後半の活動計画

を必要に応じて見直すための運営指導（中間評価）調査団を派遣しました。 

本報告書はその調査結果を取りまとめたものです。ここに日頃のプロジェクト実施に関し、ま

た今回の中間評価調査団の派遣にあたり、ご協力をいただいた日本、スリランカ両国の関係者に

対し、深甚な謝意を表するとともに、引き続きのご支援をよろしくお願い申し上げます。 

 

2004 年 4 月 

      独立行政法人 国際協力機構 

社会開発部 部長 岡崎 有二 

 

 

 

 



 



   
   スタジオにてビデオカメラの操作 

 

   
   マルチメディア教材の制作 

 

   
   研修コースの実施 
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１ 運営指導（中間評価）調査団派遣 
 
１－１ プロジェクト実施の背景及び経緯 
スリランカ政府による「情報技術の年」宣言後、情報技術分野の強化は国家開発計画の中で強

力に推進すべきものと位置付けられている。したがって、産業即戦力の人材不足が当該分野発展

の支障となっており、同分野における人材育成が急務となっている。このような状況下、スリラ

ンカ政府は日本政府に対し、コロンボ大学スクールオブコンピューティング（UCSC）における

IT 技術能力向上への協力について要請を行った。本プロジェクトは、UCSC がスリ･ランカ産業

界のニーズにマッチした IT トレーニングを、大学･IT 専門学校・産業界の IT 関連人材に対して

より効果的･効率的に実施できるようになることを目的として開始された。プロジェクト目標を実

現するための活動内容としては以下のものが挙げられる。 
1）プロジェクト運営・実施体制の確立や IT を利用したトレーニング実施にかかわる組織機能  
   の強化 
2）専門家からカウンターパート（C/P）に対し、IT を利用した教育・訓練の実施に必要な IT 
   関連技術を移転する。 
3）IT を利用したトレーニング（Web Based Training）及びセミナーや研修会をはじめとする 
   イベントの実施 
4）WBT に関する研究・開発能力の強化 

 協力初年度に情報システム、データベース、セキュリティ、マルチメディアなどの WBT に必

要とされる要素技術の技術移転は終了している。現在、技術移転を受けたカウンターパートが

WBT研修コースで将来WBTのトレーナーとなることを期待されている学生に指導を行っている

段階である。また、マルチメディアデータベース、音声認識、仮想現実に関する研究開発（R&D)
プロジェクトが立ち上げ段階にある。 
 
１－２ 調査団派遣の目的 

2003 年 12 月をもって、協力期間（2002 年 6 月 1 日～2005 年 5 月 31 日）の中間点を迎える

ことから、本調査では、本プロジェクトの中間評価と位置付け、技術移転進捗状況及び日本・ス

リランカ側双方の投入実績を確認するとともに、これまでの協力によってなされた技術移転の成

果及び課題について日本・スリランカ側双方で共有し、必要な申し入れ・提言を行うものである。 
また、2004 年に実施される終了時評価に備え、残りの協力期間でプロジェクト目標の達成及び

スリランカ側の自立発展性を高めることを視野に入れた技術協力計画に関する協議を行ない、そ

れらの結果をミニッツに取りまとめ、署名・交換する。 
 
１－３ 主要調査項目 
（1） 中間評価の実施 

ア プロジェクト実施体制 
イ これまでの日本側・スリランカ側の投入実績 
ウ これまでの技術移転の成果 
エ 評価５項目の観点からのプロジェクトの評価 

（2） プロジェクト後半の活動計画の確認 
 ア スリランカ側政策の中での本プロジェクトの位置付けの確認 
イ Logical Framework（旧 PDM）の見直し 
ウ 計画管理諸表の見直し・指標の妥当性の検討 
エ 今後の投入計画及び活動計画の検討 

（3） プロジェクト運営上の課題・留意点の確認 
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１－４ 調査団の構成 
 

氏名 分野 所属 
飛田 賢治 団長・総括 国際協力機構鉱工業開発協力部 

鉱工業開発協力部計画課 課長代理 
本間 寛臣 技術移転計画 豊橋技術科学大学教授 

元嶋 直樹 WBT/e-learning 有限会社アクセスツーワン 代表 

酒本 和彦 協力企画 国際協力機構鉱工業開発協力部 
鉱工業開発協力第一課 職員 

 
１－５ 調査日程 
 平成 15 年 12 月 9 日～12 月 20 日 
   詳細は別紙 1 のとおり 
 

 
１－６ 主要面談者 
1）コロンボ大学スクールオブコンピューティング 

Prof.V.K.Samaranayake Director, School of Computing, University of Colombo 
Turrance Nandasara         Project Coordination Manager, Advanced Digital Media 

    Technology Centre 
Ruvan Weerasinghe Ph.D Head, Computation & Intelligent Systems 

 
2) Ministry of Policy Development & Implementation 

Asoka Fernando  Act.Director, Department of External Resources 
 
3) Board of Investment of Sri Lanka 

U.L.Silva   Director (Information Technology) 
 
4）プロジェクト専門家 

上金 孝平   チーフ アドバイザー 
岩本 雅道   テクニカル コーディネーター 

 
5）JICA スリランカ事務所 

杉原 敏雄   所長 
田中 博之   担当所員 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



別紙 1 
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１－５ 調査日程 

月日 曜日 時間 団長/総括（飛田）、技術移転計画（本間）、WBT および e-learning（元嶋）、協力企画（酒本） 

12/9 火 11:30 成田発 : SQ997（飛田、元嶋、酒本） 

12/10 水 0:20 

午前 

 

午後 

コロンボ着 : SQ402（飛田、元嶋、酒本） 

10:00 事務所打合せ、11:00 ERD(External Resources Department)ディレクター表敬 

 

（飛田、元嶋、酒本）日本人専門家との協議・プロジェクトからの現状説明（協議日程・内容、

評価資料の確認）、サイト状況確認 

12/11 木 午前 

 

午後 

（飛田、元嶋、酒本）WBT 研修コース視察 

（飛田、酒本）日本人専門家、Nandasara 氏との協議・現状確認 

12/12 金 10:20 

午前 

午後 

名古屋発 : SQ981（本間） 

（飛田、元嶋、酒本）日本人専門家、Nandasara 氏との協議・現状確認 

（飛田、元嶋、酒本）日本人専門家、Nandasara 氏との協議・現状確認 

12/13 土 0:20 

 

 

午後 

コロンボ着 : SQ402（本間） 

団内打ち合わせ 

資料整理・報告書準備、評価案作成 

研修コース参加者によるプレゼンテーション 

12/14 日  団内打ち合わせ 

資料整理・報告書準備、評価案作成 

12/15 月 午前 

 

 

午後 

コロンボ大学スクールオブコンピューティング Samaranayake 所長表敬、それまでの協議

結果の確認 

UCSC 側との協議 1（プロジェクト実施体制、日本・スリ・ランカ側投入実績の確認） 

UCSC 側との協議 2（今後のプロジェクト運営、PDM の変更点、管理諸表の確認） 

（R&D の C/P へのヒアリング） 

（Samaranayake 所長との協議） 

12/16 火 午前 

午後 

元嶋団員によるセミナー（於 : ADMTC） 

（元嶋）WBT 講義視察後、C/P に対する WBT に係るアドバイス及び WBT 総括 

（15 日の R&D に関する協議を踏まえた上でミニッツ案を作成） 

12/17 水  

午前 

午後 

元嶋団員帰国 01:35 コロンボ発 : SQ401 

UCSC 側との協議 4（R&D プロジェクトチームへのヒアリング） 

UCSC 側との協議 5（今後の活動計画） 

12/18 木 終日 UCSC 側との最終協議（中間評価結果の確認、ミニッツ最終案及び添付資料の確認） 

UCSC 側との意見交換会（団長主催昼食会） 

12/19 金 午前 

 

午後 

団内打合せ（中間評価結果、今後の技術移転計画・体制に係る提言） 

長期専門家との打合せ（調査結果の総括） 

合同調整委員会、ミニッツ署名・交換 

産業界-大学フォーラム 

12/20 土  01:35 コロンボ発 : SQ401（本間、飛田、酒本） 

17:35 成田着 : SQ012（飛田、酒本）、21:00 名古屋着 : CX532（本間） 
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２ 調査・協議結果 
 

調査項目 現状および問題点 対処方針 協議結果 

1 

中間評価の実施 

(1)中間評価 目的と趣旨

の理解 

 

・ 3年間の協力開始後、1年半が経過したことか

ら、以下を目的として中間評価を実施する必要

がある。 

(1) これまでのプロジェクト活動の進捗状況と

成果を的確に把握する。 

(2) プロジェクト目標の達成に向けて今後どの

ような活動、投入が必要なのかを見極め、後半

期の活動計画を策定する。 

・ 左記中間評価の目的について理解を得る。 

・ 要すれば終了時評価の際に最終的に評価を行う視点

である評価5項目について再度説明し、理解を得る。 

 

・左記について説明し、理解

を得た。 

 

(2)既存の計画管理表の確

認・見直し 

 ・ 以下の計画管理表をもとに中間評価を行っていくこ

とを確認する。 

 

ア Logical Framework 

      （旧PDM） 

・ 2002年1月のR/D署名・交換時に策定され、

2002年9月の運営指導調査後にプロジェクトに

おいて見直しの必要を確認し、2003年11月にプ

ロジェクトがLogical Frameworkの改訂案の作

成を行った。 

 主な変更点：  

・ 現行のLogical FrameworkのOutputsには、

１）組織・機能の強化、２）C/Pの技術修得、３）

IT研修、４）R＆D の４項目があるが、３）の

IT研修を分割して、５項目とする。 

・ C/Pが取得する技術内容は、マルチメディア

応用、コンピュータネットワーク、情報システ

ム管理、データベース管理の４分野の技術とな

っているが、これにWBTシステム技術、インス

トラクショナル・デザイン手法を追加し、6分野

とする。 

・プロジェクト改訂版Logical Frameworkの妥当性を検

討したところ数項目においてプロジェクトの活動範囲

になるのか外部条件になるのか必ずしも明確でない部

分があるので長期専門家及びスリランカ側と協議して

整理する。 

・ プロジェクト目標達成に向けた個々の活動及び成果

の相関関係を再確認し、必要に応じてプロジェクト目標

を含むLogical Framework全体の見直しを行う。可能で

あれば、改訂案としてミニッツに添付する。 

・ 各指標がプロジェクト目標及び成果が達成された状

態を表す上で妥当かどうかを再確認し、各指標の収集手

段を明確化する。協力実施前に想定した指標が現在行っ

ている協力の方向性に合致したものであるか、各指標が

達成可能な合理的なものであるか再確認を行う。ターゲ

ット、制約条件も含め、全項目を精査する。 

Logical Frameworkの改訂に

ついて長期専門家及びスリラ

ンカ側と協議し、別添のとお

り改訂した。 

 プロジェクトのアウトプッ

トの指標について実際のプロ

ジェクト計画、進捗状況を勘

案して現実的に達成可能な指

標を協議の上、設定しなおし

た。 

イ 技術協力計画（TCP）、

活動計画（PO）及び暫定

実施計画（TSI） 

・ 2002年1月のR/D署名・交換時に策定された。 ・ これまでの技術移転進捗状況及び後半期の協力体制

についての協議結果を踏まえ、要すれば見直しを行う。 

・左記管理諸表はプロジェクト

の進捗に応じて改訂しているこ

とを確認した。 

ウ 進捗管理に用いるそ

の他のフォーマット 

・ 現在までに、主に以下の資料がプロジェクト

において作成済みおよび作成中である。 

(1) 実施機関の予算及びローカルコスト負担実

績・計画 

(2) 日本側・スリランカ側投入実績 

(3) 機材維持管理の方法について 

(4) 技術移転前、移転後の各C/Pの技能テスト結

果（一部指導科目に関してのみ） 

(5) セミナー・研修コース実績 

(6) 研修受講者に対するアンケート調査結果 

・ 左記の導入状況を確認し、フォーマットが有効に活

用されているか確認し、他に進捗管理に資する管理フォ

ーマットがないか検討する。 

左記、フォーマットの存在し

活用されていることを確認し

た。 
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(2) モニタリング・評価  ・ 2002年9月の運営指導調査時にスリランカ側

と合同で評価を行うことを確認した。 

・ モニタリングについては、長期専門家とスリ

ランカ側が合同で行っている。 

 

・ モニタリング・評価の実施体制及びスケジュールを再確

認する。あわせて、プロジェクト活動報告についてJICA本

部への連絡方法を検討する。 

 

 

・モニタリングは今後とも

半期ごとに実施する。モニ

タリングフォーマットにつ

いては統一フォーマットな

ので変更することは当面で

きないものの、成果が達成

されるまでのプロセスの部

分が表現できないので別紙

を添付して達成プロセスを

記録することにした。 

2 

プロジェクトの進捗状況 

・ これまでの実績は次のとおり。 ・ 実績をスリランカ側と共に確認し、結果をミニッツに取

りまとめる。   

 

(1) これまでの投入実績  ・ 実績を確認し、ミニッツに添付する。 ・ 左記実績を確認し、ミニ

ッツに添付した。 

ア 日本側 

（ア）専門家派遣 

 

・ 長期専門家（2名） 

チーフアドバイザー 

テクニカル・コーディネーター 

 

 

 

 

 ・ 短期専門家 

（太字：業務実施契約） 

2002年度 

 １．情報システムの設計と利用 

 ２．マルチメディア利用技術 

 ３．データベース管理 

 ４．ネットワークセキュリティ 

 ５．ウェブキャスティング 

 ６．教育用メディアデザイン 

 ７．セミナー講師 

(DAISY：障害者用インターフェースプラットフ

ォーム) 

 ８．WBTシステム開発 

 

2003年度 

 １．研究・開発マネジメント１ 

 ２．研究・開発マネジメント２ 

 ３．研究・開発マネジメント３ 

 ４．WBTコースマネジメント 

 ５．教授法 

 ６．先端技術セミナー１ 

（インストラクショナルデザイン） 

 ７．先端技術セミナー２ 

（マルチメディア） 

 ８．先端技術セミナー３（DAISY） 

これまでに派遣した短期専門家の技術移転状況につき確認

する。また、来年度に派遣する短期専門家についてプロジェ

クト側と相談し専門家のTORおよび派遣時期に関して確認

する。 

プロジェクトから下記の意

見があった。 

事前調査段階で

WBT/e-learningの専門家を

重点的に動員してWBTに関

して調査を行うべきであっ

た。 

また、業務実施契約の５名

の要素技術短期専門家に関

してはそれぞれの科目の時

間配分などのウェートがほ

ぼ同じであったが、科目に

よってウェートを変えるべ

きだった。それぞれの科目

については教えていたが、

WBTの中における位置付け

に対する考慮がなされてい

なかった。 
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（イ）研修員受入 2002年  

・Digital Video Production for Instructional 

Training and Promotional Activities (沖縄国際

センター） 

・Multimedia Production on Education  

(沖縄国際センター） 

 

2003年 

・R&D on Robust Speech Recognition  

（豊橋技術科学大学） 

・Database Engineer (沖縄国際センター） 

・Web Application Sever System Designer (沖

縄国際センター） 

・IT Instructor (沖縄国際センター） 

・ 実績を確認し、ミニッツに添付する。また、研修終了後

にプロジェクトにどのようにフィードバックしているかに

ついても確認する。 

それぞれのカウンターパー

トは研修の成果を生かして

それぞれの研修分野と帰国

後の担当分野が一致してい

ることを確認した。 

（ウ）機材供与 2001年度：117,003千円 

（サーバー、パソコン、ネットワーク機器、プレ

ゼンテーション用機材、スタジオ用機材、無停電

電源装置、ソフトウェアなど） 

2002年度：31,476千円 

（R&D用機材、スタジオ及び教室への追加機材

分） 

（2003年度分供与機材に関してはソフトウェア

ライセンスのアップデート、テープバックアップ

システム及び大型プラズマディスプレーを予定） 

 

・ 実績を確認し、ミニッツに添付する。 

・ 機材管理状況について、管理台帳の整備状況を確認し、

台帳に基づいた機材の維持管理がなされているか確認する。 

・ 機材現地調達についての課題を明らかにし、今後どのよ

うに対処していくかについて確認する。 

R&Dの音声認識用機材を中

心として一部の供与機材の

納期が遅れている。本件に

つき、今後事務所が中心に

なって機材の早期納入がな

されるように対応を要請し

た。                   

＊その後、事務所から全て

の機材が納入されたことが

報告された。  

（エ）現地業務費 2002年度：3,866千円 

2003年度：2,524千円 

 （939千円（上半期確定分）） 

・ 実績を確認し、ミニッツに添付する。 実績を確認し、ミニッツに

添付した。 

イ スリランカ側 

（ア）人員配置 

 

・ 2002年9月の運営指導調査時に次のとおり確

認した。 

(Managing Staff) 

Project Director 1名 

Project Coordinating Manager(R&D) 1名 

Project Coordinating Manager(R&D以外) 1名 

直接カウンターパート 6名 

間接カウンターパート 18名（Project 

Coordinating Manager(R&D)1名を含む） 

（C/P合計26名） 

・ 左記につき、変更がないか確認し、最新のC/P配置表をミ

ニッツに添付する。 

・ 左記につき、人員に変更

はあったものの、人数、役

割分担には変更がないこと

を確認し、最新のC/P配置表

をミニッツに添付した。 
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（イ）予算措置 ・ 2002年9月の運営指導調査時にスリランカ側

のローカルコスト負担予定を以下のとおり確認

した。 

2002年度： 35,000,000ルピー 

2003年度： 10,950,000ルピー 

2004年度： 11,995,000 ルピー 

2005年度： 13,144,500  ルピー 

１ルピー=約1.2円（2003年12月現在） 

・ 左記につき、変更がないか確認し、最新の予算措置計画・

実績表をミニッツに添付する。 

・ 左記につき、変更がない

ことを確認し、最新の予算

措置計画・実績表をミニッ

ツに添付した。 

（ウ）施設・設備 プロジェクト開始に際してADMTC(Advanced 

Digital Media Technology Centre)の施設工事

が行われ教室、スタッフルーム、スタジオ、教室

などが完備した。これらの施設内には供与機材の

パソコン、ネットワーク機器などが設置され、ス

タジオにはスタジオ用機材が設置されている。 

・サイト確認を行い供与機材が適切に配置され、施設が適切

に使用されているか確認する。 

・サイト確認を行い供与機

材が適切に配置され、施設

が適切に使用されているこ

とを確認した。 

（2）これまでの技術移転

の成果 

ア 各技術移転分野にお

けるC/Pの技術レベルの向

上 

 

・ 一部の指導科目においては技術移転前、移転

後のテストの点数を比較するなど、C/Pの技術レ

ベルの向上を確認する試みが行われている。イン

ストラクショナルデザインなど実習と講義を伴

い、コースワークを行う分野によってはテストに

よる点数付けになじまない指導科目もある。 

 

 

・ C/Pの技術レベルの現状、技術力の評価方法、目標とする

レベルの設定、到達までの今後の計画等について、長期専門

家及びスリランカ側と協議し、要すれば結果をミニッツに記

載する。 

・テストによる点数付けになじまない指導科目に関するC/P

の技術レベルの向上をどのように確かめ、記録していくべき

か長期専門家及びスリランカ側と協議し、要すれば結果をミ

ニッツに記載する。 

・ C/Pの技術レベル向上についての調査を行い、スリランカ

側とともに確認する。 

R&Dやインストラクショナ

ル・デザインなどテストに

よる点数付けになじまない

指導科目については、それ

ぞれ、指導教官、短期専門

家の所感をもって評価とす

ことを長期専門家、スリラ

ンカ側と確認した。 

イ WBT 

 

 

 ・WBTに関する研修 

 

 

 ・WBTモジュールの作 

  成・実施 

 現在、プロジェクト初年度にWBTに必要な要

素技術の技術移転を受けた直接C/PがWBTのト

レーナーを養成するためにWBT研修コースを行

っている。 

  

 

直接C/PがWBTモデルモジュール（試作）を開

発中である。 

WBTについて下記を確認する。 

・WBT/e-learningを専門とする元嶋団員と共にWBT研修コ

ースを視察し、直接C/Pの行うWBT研修コースの現状、課題

を確認する。併せて今後のWBT研修コースの予定、方向性に

つき確認する。また、同団員に直接C/Pおよびプロジェクト

ディレクターを始めとするマネジメントスタッフにアドバ

イスしていただき、WBTに関するセミナーを開催する。 

・WBTのプラットフォームであるLMS(Learning 

Management System)の選択はコンテンツの互換性の問題

もあり非常に重要である。現段階ではUCSCで採用するLMS

は未定である。LMSを選択するに際して必要なクライテリア

（LMSの標準規格であるSCORMに準拠しているか、コスト

優位性はあるか、操作性は優れているか、等）を元嶋団員に

明らかにしていただきスリランカ側に伝える。 

・元嶋団員にWBTの最新ト

レンドに関する講義を行っ

ていただき、UCSC学部長を

始め、コロンボ大学でWBT

に関わる多くのスタッフの

参加を得た。活発な質疑応

答がなされWBTに関する知

見が深まったとのコメント

が多数寄せられた。 

・LMSの選択に関しては現

時点で選択のためのクライ

テリアが明らかではないの

で、本案件の供与機材に含

まれるWebCT及びSIDAの

協 
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  ・WBTに関する研修及びWBTモデルモジュール開発に関す

る技 

術指導の内容、方向性について元嶋団員を中心として長期専

門家及びスリランカ側と協議する。 

 

力で使用しているTLMSを

実 

際に使っていく中でLMSに

求めるものを明らかにして

いく方向性が確認された。

コンテンツ開発に関しては

LMSとの互換性を十分に考

慮にいれる必要があること

も合わせて確認された。 

ウ R&D（研究開発） (研究開発 ：R&D) 

 １．研究開発１ 

（マルチメディアデータベース） 

 ２．研究開発２ 

（バーチャル・リアリティ） 

 ３．研究開発３ 

（音声認識） 

R&Dのプロジェクトは大学の講師などの間接

C/Pが多忙な中、担当している。音声認識プロジ

ェクトに関しては一部未納機材がある。 

それぞれのR&Dのプロジェクトの進捗、課題をR&Dプロジ

ェクトチームメンバーにヒアリングを行い、明らかにする。

R&Dはその性質から明確なゴールを設定することは難しい

ものの、今後の方針、達成目標の設定などを行い、要すれば

ミニッツに記載する。R&D総括の立場にある本間団員に

R&Dの進捗、課題を分析、R&Dプロジェクトチームメンバ

ーへ今後の進め方に関してアドバイスいただく。また、検討

結果を大学に持ち帰っていただき、それぞれのプロジェクト

の指導教授と情報共有する。 

スリランカ側と音声認識以

外のR&Dプロジェクトの進

捗状況につき確認した。音

声認識プロジェクトに関し

ては一部機材の未納であり

機材が完納されてから具体

的な活動を開始することを

確認した。R&Dはその性質

から明確なゴール設定は困

難であるものの、達成が見

込まれる高めの目標設定を

「ソフトゴール」といった

形で設定することにより、

各プロジェクトの進捗・目

標管理に役立てることを確

認した。 

（3）評価5項目による中間

評価の実施 

 

ア プロジェクト目標の

達成度 

・ プロジェクト修正版Logical Frameworkのプ

ロジェクト目標は、「UCSCがスリ･ランカ産業

界のニーズにマッチしたITトレーニングを、大

学･IT訓練センター・産業界のIT関連人材に対し

てより効果的･効率的に実施できるようになる 」

ことである。 

＊現行Logical Frameworkから変更なし。 

 

具体的には、次の1～4の成果によって、プロジ

ェクト目標を達成する。 

1.UCSCの組織･機能が強化される          

2.C/PがWBT実施に必要なIT技能･技術を習得す

る        

3.UCSCがWBTに関するITトレーニングコース

を実施する 

4. UCSCがWBT研修コースを実施する          

5.WBTに関連するR&D能力がICTにおいて向上

する            

 

・ 左記プロジェクト修正版 

Logical Frameworkの内容の妥当性を長期専門家及びスリ

ランカ側と確認した上で、プロジェクトの各成果の達成度合

い、およびそれらが目標の達成にどの程度結びついているか

について確認する。 

プロジェクトから下記の意

見があった。 

事前調査段階で

WBT/e-learningの専門家を

重点的に動員してWBTに関

して調査を行うべきであっ

た。 

また、業務実施契約の５名

の要素技術短期専門家に関

してはそれぞれの科目の時

間配分などのウェートがほ

ぼ同じであったが、科目に

よってウェートを変えるべ

きだった。それぞれの科目

については教えていたが、

WBTの中における位置付け

に対する考慮がなされてい

なかった。 
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イ 案件の効果（インパク

ト） 

・プロジェクト修正版Logical Framework（案）

の上位目標は、「スリ・ランカ産業界のIT関連

人材の質及び量が向上する。」ことである。 

＊現行Logical Frameworkから変更なし。 

・ プロジェクト修正版Logical Frameworkの更なる改訂の

必要性の有無について、長期専門家及びスリランカ側ととも

に確認した上で、上位目標の設定について協議を行なう。 

・ 上位目標にプロジェクトの貢献が資するまで長時間を要

すると考えられることから、左記項目の確認は終了時評価時

に行うこととする。 

 

 

・BITの一環としてテレビで

教育放送を行っているが、

番組作りにプロジェクトの

供与機材が有効活用されて

いる。 

・上位目標にプロジェクト

の貢献が資するまで長時間

を要すると考えられること

から、左記項目の確認は終

了時評価時に行うこととな

った。 

・BITで使用した教材を

e-learning用に活用するこ

とをスリランカ側に提言し

た。 

・上位目標の達成度を図る

指標として具体的な統計・

記録の存在をプロジェクト

が調査することとなった。 

 フィールドリサーチに関

しては、プロジェクトから

ローカルコンサルタントに

調査項目を提示して行うこ

ととなった。必要に応じて、

日本からのコンサルタント

派遣、現地コンサルタント

の活用を組み合わせること

も考える旨、確認した。 

ウ 実施の効率性    

（ア）投入の確認    

（イ）成果に対する投入の

規模・質・時期・および活

用状況の確認 

・ 現時点において特に課題は提起されていない。 ・ 日本・スリランカ側双方の投入実績を確認する。 

・ 成果に対する投入の規模・質・時期の妥当性について確

認する。 

・ 投入と成果との因果関係について確認する。 

 

・当初専門分野を４分野だ

ったものに、実状に応じて

インストラクショナル・デ

ザイン及びWBTシステム開

発の２分野を加え６分野に

したことから計画の妥当性

は高まったことを確認し

た。 

・R&Dに関しては第二次短

期調査時に分野および必要

調達機材を確定していたと

すれば１年ほど早く開始で

きていたと考えられる、と

のコメントがプロジェクト

からあった。 
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   ・第一次供与機材のうちス

タジオ関連機材で機材調達

支援調査団の作成した仕様

書が正確でなかったため、

一部必要機材が含まれてお

らず、追加供与機材として

納入した経緯がある。また

プロジェクト開始前に事前

調査団が作成したネットワ

ークに不備があったため、

プロジェクト開始後、長期

専門家が対応する必要があ

った。 

エ 計画の妥当性 ・ スリランカ政府は、1998年に「情報技術の年」

を宣言し、IT分野の強化は国家開発計画の中で

強力に推進すべきものと認識されている。その

後、2002年11月にe-Sri Lankaという名称の情報

通信技術に関する5ヶ年計画が発表された。IT分

野の強化を持って経済社会発展と国家統合の推

進を図る計画であり、先の宣言にあるとおり、改

めてIT分野の強化を国家開発計画の中に位置づ

けるものである。 

 

・プロジェクト形成時のスリランカのIT分野の国家開発計画

の位置づけと、現在の位置づけにつき確認し、計画の妥当性

を検証する。 

・ プロジェクト目標と上位目標の整合性および受益者のニ

ーズとの整合性の確認を通じ、現時点でのプロジェクト目標

の妥当性を検討する。 

・e-Sri Lanka、Regaining 

Sri Lankaなどの国家政策

が後押しとなりスリランカ

のIT化への動きは加速化し

ている。このような状況の

もと本プロジェクト及びス

リランカ政府の政策の方向

性は同じであることを確認

した。 

・プロジェクト目標と受益

者のニーズとの整合性につ

いては、WBTのメリットが

受益者に知れ渡っておらず

UCSCのWBT研修コースを

通してWBTについての理解

を深めていく段階にあるこ

とを確認した。 

オ プロジェクトの自立

発展性の見通し 

（ア）組織的側面 

 

・ 2002年9月にコロンボ大学ICTからコロンボ

大学スクールオブコンピューティング(UCSC)

に改組された。 

・直接C/Pで辞退者が１名現れ、代替要員が充て

られた。またR&Dプロジェクトヘッドの間接C/P

が転職したため、代替要員が充てられた。 

 

 

・ UCSCの今後の組織変更の予定の有無について確認し、

スリランカにおいて、IT教育を担う中心的機関として継続的

に存続していける組織・体制であるかを確認する。 

・ 官民給与格差、C/Pのジョブホッピング、海外への頭脳流

出などを要因とする技術移転を受けたC/Pの組織離脱に関す

る状況につき確認する。 

 

・UCSCの組織変更は予定さ

れておらず今後ともスリラ

ンカのIT教育を担う中心的

機関として継続的に存続し

ていく組織であることを確

認した。 

・本プロジェクトのC/Pにつ

いては、UCSCのトレーナー

の社会的地位が高いこと、

同国においても安定的な職

種であることから定着率は

非常に高く、ジョブホッピ

ングや海外への頭脳流出は

起こっていないことを確認

した。 
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（イ）財政的側面 ・プロジェクト予算 

（プロジェクトの運用経費、スリランカ側カウン

ターパートに係る経費） 

 

 

・ 今後のスリランカ側予算計画及び実績に変更がないか確

認する。また、毎年度予算はどの時期に確定し、どの時期か

ら予算がつくのか再確認する。 

予算計画につき確認した

上、ミニッツに添付した。

2004年度予算については調

査時点での見込み予算を計

上した。 

（ウ）技術的側面 ・ 現在、直接C/Pは、UCSCから給与を支給さ

れトレーナーズトレーニングを受けている。 

 

・R&Dプロジェクトのチームメンバーは大学の

講師など本来の業務の傍ら、R&Dプロジェクト

を進めている。 

・ 各C/Pの更なる技術の向上、移転された技術の蓄積のため

の事業計画を確認する。 

・ 直接C/P及びR&Dプロジェクトのチームメンバーの業務

の具体的内容について再確認する。 

・現在トレーナーズトレーニングを受けている直接C/Pは、

プロジェクト終了後はどのようなポジションに置かれる予

定か確認する。 

・R&Dプロジェクトの研究成果につき、どのように引き継い

でいくのか、発展させていくのか具体的な計画について確認

する。 

 

・ WBT研修コースを実際に

行っていく過程で各C/Pの

更なる技術の向上、移転さ

れた技術の蓄積が行われて

いることを確認した。 

・音声認識以外のR&Dプロ

ジェクトリーダーはこれま

での自らの研究分野とR&D

プロジェクトの分野が一致

していることを確認した。 

・直接C/Pは、プロジェクト

終了後もトレーナーとして

のポジションに留まり続け

ることを確認した。 

・R&Dプロジェクトについ

てはプロジェクト終了後も

コロンボ大学が独自に継続

していく予定であることを

確認した。 

今後の投入計画の策定 

 

 

2004年度投入計画についてはプロジェクトで作

成済み。本部での確認をこれから行う予定であ

る。 

 

 

 

・ 左記について、現在のプロジェクト実施体制及び今後の

活動計画の検討をふまえ、今後のプロジェクト実施体制、方

向性を検討する。 

短期専門家派遣、本邦研修、

供与機材の内容についてプ

ロジェクトと確認を行い、

その妥当性を確認した。併

せて時期についてはプロジ

ェクトの進捗に合わせて調

整することも確認した。２

００４年度の機材供与につ

いては機器類の調達が発生

する場合は出来る限り年度

前半、ソフトウェアのアッ

プデートに関しては年度後

半に行うことを確認した。 

合同調整委員会（JCC）及

び産業ー大学フォーラム

(IUF) 

本プロジェクトには受益者や外部関係者から意

見・アドバイスを聞く場としてJCCを設置してい

る。また、産業・大学・政府機関の重要な関係者

間でWBTとプロジェクトに関連する情報を共有

し、意見交換を図るためにJCCの下部組織として

産業ー大学フォーラムを設置している。 

JCCおよびIUFの実施状況、その機能につきレビューする。

IUFは四半期毎の開催が半期毎の開催になったことから、そ

の機能について再度確認を行い、課題、改善点につき協議を

行う。調査団活動最終日にJCCおよびIUFが開催予定である

ことから、参加してレビューの内容を確認する。 

・プロジェクトの重要事項

の決定に際してJCCが機能

していることを確認した。

IFUにおいても産業界、大学

連携に係る責任者から活発

な質疑応答が行われている

ことを確認した。IUFでは研 
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   修コースが無料にならない

か、UCSC のスタジオ施設

を外部に貸すことができな

いかなどの論点が出た。 

プロジェクト広報 ・プロジェクトパンフレットの内容が古くなって

きたので最新版を作成中である。 

 

・以下のURLでプロジェクトに関するページを

掲載している。 

  www.admtc.lk 

・パンフレットのドラフトを確認する。 

・長期専門家及びスリランカ側とプロジェクト広報の重要性

について再確認する。 

・新しいパンフレットのド

ラフトを確認し、情報がア

ップデートされていること

を確認した。 

・プロジェクト広報の重要

性について長期専門家及び

スリランカ側と確認した。

また、プロジェクト広報ビ

デオの作成をする予定であ

ることも確認した。 

他のドナーとの関係ほか ・現在、SIDA（スウェーデン援助庁）の専門家

2名がUCSCを定期的に訪問し、e-Learningのワ

ークショップを開催している。内容的には、LMS

の導入を前提として、いかにe-Learningを実施

するかに焦点をおいているため、この限りでは、

本プロジェクトと競合することはない。しかしな

がら、同時に、BIT（大学外での研修終了者にIT

の学位を与える制度）において、e-Learningを

導入する計画も議論されており、この部分につい

ては、本案件においてもプロジェクト期間中に１

０００人のBIT学生にWBTを実施することが

Logical Frameworkに盛り込まれており、競合す

る可能性がある。本件に関し、本案件のプロジェ

クトディレクターからLMSとして、SIDA側が提

供するTheducation Learning Management 

System（TLMS)を採用したいとの申し出があっ

た。本案件における計画では予算や運用管理の問

題があり、WBTの本格実施時のLMS選定につい

ては、もう少し先の課題として認識していたが、

スリランカ側と早急に協議し、LMSの選定につ

いて検討を始める必要がでてきた。なお、長期専

門家からSIDA専門家にTLMSの仕様を照会して

いるものの、現段階で回答はなく、TLMSと他の

LMSを比較することができない。 

 

・現在、スリランカ政府が進めるe-SriLanka、

世銀のプロジェクトなどスリランカのICTを取

り巻く環境が変化している時期にあたる。 

・本案件とSIDAプロジェクトの関係を整理し、本案件に悪

影響がでないようスリランカ側と協議する。併せてLMSの正

式な採用についてはクライテリアを明らかにした上で慎重

に行う必要がある旨、申し入れる。 

 

・スリランカ政府の政策、国際機関、他ドナーの動きが本案

件にどのような影響を与えるかスリランカ側と協議し、留意

点、本案件の方向性に関する特記事項などがあればミニッツ

に記載する。 

・SIDAは現時点では、

e-learning分野の協力の一

環としてBITを対象に講義

の本体部分を除く登録、宿

題などの部分をオンライン

化する協力を行っている。 

・SIDAのプロジェクトと本

プロジェクトの直接C/Pは

重複せず、間接C/Pは重複す

ることを確認した。SIDAの

インストラクショナル・デ

ザインは本プロジェクトの

それと異なるため、重複す

る間接C/Pの間で混乱が生

じる可能性がある。直接C/P

が本プロジェクトのインス

トラクショナル・デザイン

の手法に従ってコンテンツ

開発を進めることにより間

接C/Pの混乱を防いでいく

ことを確認した。 
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３ ＷＢＴ（Web Based Training）について 
 
（1） スリランカにおける WBT の位置づけ 
 スリランカは、コロンボ市内においてもブロードバンドは十分整備されておらず、また端末も

世銀等の支援にも係らずまだ十分には普及していないために、現時点において WBT が広く使わ

れるためのインフラは十分だとは言い難い状況にある。 
しかし昨年末に、国を挙げての「e Sri Lanka」イニシアティブがスタートしており、同イニシ

アティブの推進母体である ICT Agency も設立され、４つの重点分野の一つとしてインフラ整備

を進めている。韓国や日本等他国に見られるように、インフラ整備が進むとその上のアプリケー

ションが併せて意外なスピードで急展開するので、インフラ整備と併せて WBT に手を打ってお

くことは、タイミング的には正しい選択であったと考えられる。 
また、年間千人規模の IT 技術者養成機関である SLIIT（４年制大学）の卒業生も今年から輩出

し始めており、即戦力のある IT 技術者層の厚みは今後急速に充足されていくと予想される。

Virtusa、Millennium といった大手 IT 企業は、その数はまだまだ少ないものの最先端の IT エン

ジニアを抱えていて、既に米国の大型 IT 案件のアウトソーシング先として活動を開始しており、

上述のネットワークインフラと併せて、人材整備は今後急速に進むものと考えられる。 
このように、WBT を実装するために必要なインフラおよび技術面は整備されつつあり、今後

WBT を展開していくためには、WBT に係る新技術の継続的な習得、スリランカ内における WBT
ニーズの掘り起こし、WBT システムやコンテンツの継続的な運用・更新の経験の積み重ねが求め

られよう。 
http://www.icta.lk 

 
（2） 他の国の支援状況 

「e Sri Lanka」は世界銀行、アジア開発銀行、SIDA、AUSAID、USAID 等のサポートの元で

スタートした。その後、これらの機関以外に、韓国などもスリランカの IT プロジェクトに対する

支援（National ID データベース）をスタートさせている。WBT については、SIDA が別途、BIT 
(Bachelor of Information Technology)プロジェクトを、IT 分野を中心とした教育内容で小規模な

がらスタートさせている。わが国にとっては、スリランカで唯一の JICA プロジェクトである本

案件を今後もしっかりと支援するとともに成功に導き、それをスリランカ側に強くアピールする

必要がある。 
 
（3） WBT の技術的側面 
 WBT は、コンテンツおよびコンテンツを入れるシステム（LMS）から構成される。今後の WBT
の持続的発展、他の WBT とのコンテンツの互換性の確保のためには、グローバルスタンダード

に準拠した運用を図っていくことが肝要である。WBT の世界においては、かって複数種類存在し

たスタンダードは、現在では SCORM(Shareable Content Object Reference Model)に統合されつ

つあり、世の中に存在する LMS は SCORM（現在のバージョンは 1.2）準拠への流れが加速して

いる。SCORM のスキームの元でのコンテンツは、「SCO(Shareable Content Object)」と呼ばれ、

各種属性情報を XML の形式で持つと共に、LMS との通信機能を具備したものをその最小単位と
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している。 
 ただ、このグローバルスタンダードはまだ FIX されてはおらず、それが FIX するためにはもう

少し時間を要すると予測されるため、UCSC における今後の WBT の進め方としては、現時点で

所有する WebCT を用いた運用の実験をスタートさせ、WBT の経験を積みながら、一方でグロー

バルスタンダードの流れを絶えずフォローし、何時でも所要の方針変換、別システムへの移植等

を行える余地を留保しつつ進めていくのが、最も現実的な方法であると思料される。 
 なお、12 月 16 日に、SCORM を中心とした WBT の最新トレンドについて、本プロジェクト

の関係者に対してレクチャーを行ったので、そのレジメ（添付）およびパワーポイント資料を添

付する。 
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４ Ｒ＆Ｄ活動の進捗状況 
 

R&D プロジェクトは UCSC においてマルチメディアに関する新しい技術の開発を目指して計

画された。開発された技術は Web 関連の各種開発技術に適用可能となる。 
究極の目的は国際的にもトップレベルで国際競争力があるスリランカ独自の技術を作り出すこ

とであるが、各プロジェクトの直接的目標は Web コンテンツ開発のための高度技術の開発である。 
三つのR＆Dプロジェクトグループはそれぞれ明確な研究目標を立て 2003年 4月から研究を開

始している。しかしながら、実質的な研究の開始は同年８月に３人の日本人教授が UCSC を訪問

してからである。二つのグループ、「WBT 用マルチメディアデータベースシステム」および「３

次元グラフィックと仮想現実」はすでにそれぞれ１編の研究論文を国際会議で発表しており、研

究の明らかな進捗が確認された。もう一つのグループ「音声認識」は機材の納入がまだなされて

おらず、研究の進捗はない。しかしながら、延着の機材が 2004 年 1 月早々には UCSC に到着す

るとのことであり、同プロジェクトヘッドから出来るだけ早く研究を進捗させると言う約束を取

り付けた。 
上記の観察から、以下のようにコメントする： 

（1）まず、「音声認識」研究グループは大学院修士課程の学生をリクルートしていない。研

究を確実に進捗させるには、数人の学生を研究グループに入れるべきである。R&D（音声

認識）プロジェクトヘッドに上記を申し入れ、リクルートする約束を取り付けた。 
（2）各研究グループに使用されている研究室には PC，ソフトウェア及びその他の装置が設

置されているが、研究室のスペースは必ずしも十分とはいえない。特に「３次元グラフィ

ックと仮想現実」の研究室は 3D スキャナーを使用して各種イメージを取得しているが、

同スキャナーを操作するには、研究室は狭すぎる。 
（3）更なる研究の進捗を得るために、各研究グループは定期的に日本の指導教授と連絡を取

り、アドバイスを得るべきである。また、日本の教授も一年に１回以上 UCSC を訪問し、

研究グループにアドバイスとガイダンスを与えるべきである。 
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５ 中間評価結果 
 
（１) 妥当性 
・2002 年にスリランカ政府が発表した e-Sri Lanka 及び Regaining Sri Lanka において情報技術

の普及と推進が位置付けられている。 
・e-Sri Lanka の一環として多くのパソコンが全国のセカンダリー・スクールに設置されており、

マルチメディアコンテンツ作成のニーズがある。またそのコンテンツを作成するために潜在的

な企業ニーズがある。 
・スリランカに対する日本の援助の重点分野に IT 化促進のための支援が含まれている。 
・2002 年２月のスリランカ政府及び LTTE との停戦合意後、社会経済の進展及び海外からの投資

環境にとって好ましい状況になってきている。 
以上のことからプロジェクト実施の妥当性は認められる。 
 
（２) 有効性 
・WBT の６指導科目（情報システム設計、マルチメディア利用、データベース管理、ネットワー

ク・セキュリティ、ウェブキャスティング、インストラクショナル・デザイン）の要素技術に

係る技術移転を終了し、WBT 研修コースを開始した。また WBT のモデルモジュールを開発中

である。目標は産業に合致した研修を行うということになっているが、現状では教育分野にお

けるコンテンツ開発のニーズは顕在化しているものの、企業におけるニーズは顕在化するには

至っていない。 
・R&D の２分野から２つの論文が既に国際会議で発表されており、研究開発活動は活発に行われ

ている。 
以上のことからプロジェクト目標を達成する見込みは高く、有効性は高いと判断される。 
 
（３） 効率性 
・プロジェクトの要素技術として５分野を当初想定していたが、プロジェクトの進展とともにイ

ンストラクショナル・デザイン分野の技術移転の必要性に気づき、短期専門家を追加投入した。

また WBT システム開発の工数が計画上十分に確保されていなかったため（最初の１年間で要

素技術の移転及びモデルモジュールの開発を行うとともに WBT に関する研修の準備を行い、

後の２年間で WBT による研修を行うという予定であった）、当初の予定からするとアウトプッ

トの達成は遅れているように見えるものの、当初計画に無理があったと見られる。実状に合わ

せて現実的な計画に変更した。 
・R&D の一部の機材の調達が遅れている。音声認識のプロジェクト以外は R&D の活動の中でフ

レキシブルに活動を進めていて、進捗に遅れはなく、成果は発現している。 
以上のことから、投入に一部遅れがあったが、概ね効率的であるといえる。 
 
（４） インパクト 
・Open University、Global Distance Learning Center(世銀)、教育省、銀行が e-learning や WBT
のコンテンツ作りを行うために、本プロジェクトに関心を示して、問い合わせをしてきている。 

・３次元（3-D）グラフィックスの実施班が文化担当省庁と合同で、文化財の３次元データ保存の

協力を行っている。 
以上のことからインパクトも発現し始めていると言える。 
 
（５） 自立発展性 
・2002 年に発表された e-Sri Lanka 及び Regaining Sri Lanka において情報技術の普及と推進が

位置付けられており、今後ともスリランカ政府の政策として推進されていくと期待される。 
・政府からの予算及び BIT からの自己収入があるが、現時点においてはこの自己収入を UCSC
の判断で運営に回すことができない。UCSC のインセンティブ向上のためにも自己収入を運営
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費として使えることにより更なる自立発展が望まれる。 
・スタッフはプロジェクト終了後もポジションを維持し、将来の昇進も視野にいれている。 
・R&D はプロジェクト終了後も続くことが関係者の間で確認されている。 
以上のことから本プロジェクトの自立発展性は高いと見込まれる。 
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６ ロジカル・フレームワーク（旧ＰＤＭ）の改訂 
 
現行のロジカル・フレームワークの Outputs には、１）組織・機能の強化、２）C/P の技術修

得、３）IT 研修、４）R&D の４項目があるが、３）の IT 研修を分割して、５項目とした。IT
研修には、①WBT を理解し、WBT 教材を製作するための IT 研修と、②WBT を利用した IT 研

修の２通りあるからである。①WBT についての研修では、成果として 200 の WBT コンテンツを

制作することとし、②WBT を利用した IT 研修の成果として８種の WBT モジュールを開発する

こととした。 
また R&D 分野の成果として、３本の学会論文を書くことを設定した。 
改訂後のロジカル・フレームワークを Annex19 に添付している。 
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７ 調査団所見 
 
 今次中間評価はプロジェクト開始からちょうど１年半が経った中間時期に行った。これまで日

本から派遣された専門家等とスリランカ側 C/P の努力により、マルチメディアやネットワーク技

術など要素技術のカウンターパートへの技術移転が終わり、WBT がなんであるかを教える研修が

開始され、また WBT を使った研修コースが準備されつつある。一部技術移転項目（WBT とイン

ストラクショナル・デザイン）が欠けていたのを追加したこと、及び WBT 研修コースの準備期

間がほとんど確保されていなかったことから、当初計画から見ると半年近く遅れているようにも

見えるが、進捗が遅れたというよりは、当初の計画の熟度が低かったと見る方が妥当と思える。

今回後半１年半の具体的な研修コース計画を策定することで、当初予定した協力期間で目標を達

成するよう、計画の見直しを行った。 
 後半は１年半しかないことから、協力終了後の自立発展性を見据えて活動することは重要であ

る。この点に関しスリランカ側の認識を質したところ、夜間・週末の研修コース実施による自己

収入の確保、教育界からのマルチメディア教材の需要に対する制作受託、銀行や通信業界など潜

在的ニーズのある産業界に対する普及活動、新聞広告を使った受講生募集、産業界との関係強化

のための組織（IUF；産業界－大学フォーラム）の設立、スタッフの定着促進策としての研修実

施に対する金銭の手当てや残業代の支払いなど、自立発展に資する種々方策を既に実施しつつあ

ることを聴取し、心強く感じた。こうした取り組みは他の IT 関連プロジェクトにも参考になると

思われる。 
 自立発展のための上記取り組みは既に組織的に行われているが、サマラナヤケ教授の指導によ

るところも大きいと感じた。サマラナヤケ教授は 1987 年から開始されたコロンボ大学コンピュ

ータ・センタープロジェクト（本プロジェクトのフェーズ１に相当）以来指導にあたっているが、

今年５月に定年退官となるとのことであった。同教授によると、後任者もフェーズ１プロジェク

トを経験し、信頼に足る人物とのことであり、また教授本人も顧問として大学に残り、プロジェ

クトの面倒を引き続き見るとのことである。 
 研究開発（R&D）については、協力いただいている豊橋技術科学大学の本間教授に調査団員と

して参加いただき、研究開発スタッフの面談をしていただいた。その結果、３つの研究テーマの

うち２つについては既に論文も出ているなど進展を確認した。研究開発能力が高まれば WBT な

ど IT の先端技術へのキャッチアップ能力の向上に貢献することが期待できる。本間教授からは、

個人的見解としつつも、プロジェクト終了後もコロンボ大学と豊橋技術科学大学との研究開発に

関する協力関係は継続するであろうとのことであり、研究開発能力の向上についても継続性が期

待できる。 
 今回はプロジェクト開始時に調査した IT 関連の各種指標の現状を詳しくは調査できなかった

が、終了時評価の際には IT 産業や通信インフラの進展状況を確認するためにも、これら IT 関連

指標を調査するとともに、プロジェクト活動によるインパクトを調査することが求められる。 
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